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［1］限流器、特開2002-291150 （2002.10.4） ［2］限流装置、特願2003-61321 （2003.3.7）
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エネルギー生成研究部門　プラズマエネルギー研究分野
「中性粒子ビームによるプラズマ加熱」
磁場閉じ込め方式による核融合による発電を達成するためには、高温・高密度のプラズマをある一定
時間以上閉じ込める必要があります。すなわち、プラズマの加熱パワーより多くの核融合出力を得るた
めに、プラズマを”効率良く”生成・加熱する事が必要です。
プラズマの加熱方式には、大きく分けて電磁波を用いる方式と、高速ビームを用いる方式の２通りがあ
ります。電磁波による加熱は電子レンジとほぼ同様の原理で、プラズマの場合は電子あるいはイオンの
共鳴周波数に対応する電磁波を入射しプラズマを加熱する方法です。一方、高速ビームによる加熱は、
いわば冷たい水に温かいお湯を注ぎ温める方法です（といってもエネルギーの差を温度に換算すると数
億度に相当します）。また、この様な高速ビームによって生成した粒子は、磁場中での粒子挙動を調べ
るトレーサーとしての役割も持ち、核融合反応で生成する高エネルギー粒子の運動を予測するためにも
用いられます。
ヘリカル軸ヘリオトロン配位をもつヘリオトロンＪ装置は、１）高エネルギー粒子の良好な粒子閉じ
込め、２）高いプラズマ圧力（プラズマ密度×温度÷磁場強度に比例）と安定性の両立、を目指して設
計された装置であります。現在まで、主に電磁波による加熱装置を用いた研究を進めてきましたが、中
性粒子ビーム加熱装置を新設し、高いプラズマ圧力の達成と高エネルギー粒子の挙動について研究をは
じめました。図１に中性粒子ビーム加熱の原理を示します。まず高エネルギーに加速した中性の粒子
（ここでは水素）をプラズマ中に入射します。中性
粒子は主にプラズマ中の水素イオンと衝突します
（荷電交換反応）。その際、ビームの運動量はイオ
ンに移るので、結果としてイオンを加熱します。
図２(上)はマイクロ波加熱（電子サイクロトロン共
鳴加熱：ECH）で生成したプラズマに対し、中性
粒子ビーム加熱（NBI）を重畳した実験の初期的
な結果を示しています（ビームの加速電圧は
26keVドレイン電流は60A）。NBIの重畳によりプ
ラズマの持つ蓄積エネルギー(Diamag)の増加が確
認できました。また、イオン温度(Ti)も0.16keVか
ら0.2keVに増加しました。図２(下)はΓCX（イオ
ンの分布関数に相当）のエネルギースペクトルを
示しており、イオン温度の10倍以上に相当する高
エネルギー粒子が観測されました。
平成15年度の実験では本格的にNBI実験を開始
し、加えてイオンサイクロトロン波共鳴加熱を行
うべく、現在準備を進めています。
図１　中性粒子ビームを用いたプラズマ加熱
図２　（上）NBI入射試験における蓄積エネルギ
ーとイオン温度の時間発展、（下）イオンの
エネルギースペクトル
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電波応用工学研究部門マイクロ波エネルギー伝送分野 (橋本研究室)
「マイクロ波無線電力伝送用電子管システムの研究」
当研究室では、同じ研究センターの松本研究室、大村研究室と協力し、マイクロ波応用工学、電波工
学、通信工学、科学衛星による波動観測、信号処理、計算機シミュレーションといった研究を行なって
いる。本稿ではその中でもマイクロ波無線電力伝送用電子管システムの研究について紹介する。
当研究室では、宇宙太陽発電所SPSにも応用することができるマイクロ波無線エネルギー伝送用マイ
クロ波送電システムとして高効率な電子管、特にその中でも安価なマグネトロンを選び、送電システム
として総合特性を向上させる研究を行っている。マグネトロンは携帯電話等で利用されている半導体増
幅器に比べて重く、電波の質が悪いという印象を与えているが、我々の研究の結果、電源や外部制御回
路の選択・付加により位相安定度・周波数安定度ともに半導体増幅器と同程度のマイクロ波を高効率の
まま発生させることができるということがわかった。重量も、単位出力あたりの重量で比較すれば出力
がmW-数Wの半導体よりもkWのマグネトロンのほうが軽いということがわかっている。現在は、電源
へのPLLフィードバックと注入同期を組み合わせた位相・振幅制御マグネトロンの開発・改良を中心
に、送電システムとしての総合効率向上、高精度化の研究を行っている(下図参照)。電子レンジに用い
られていて入手が容易な2.45GHzCWマグネトロンを用いた研究はもとより、新たに民間と協力して開
発した5.8GHzCWマグネトロンを用いた研究も行っている。高効率・安価でかつ通信品質のマイクロ波
を発生できる位相・振幅制御マグネトロンの応用は宇宙太陽発電所のためのマイクロ波送電のみなら
ず、これまで半導体では効率不足・出力不足であったが電子管では電波の質が悪すぎて使えなかったよ
うな応用、例えば地上での移動体へのマイクロ波送電や電信基地局等への応用も考えられる。
当研究室では通信技術を応用した目標位置推定方式(スペクトル拡散符号化したパイロット信号を用
いたレトロディレクティブ方式)の研究や新しいアルゴリズムを用いたマイクロ波送電用ビームフォー
ミングの研究、複数方向マイクロ波送電システムの研究等も行っており、マイクロ波エネルギー伝送に
関する多角的なシステム研究を行っている。研究は当センター所有の電波暗室METLABや宇宙マイク
ロ波無線電力伝送システムSPORTSを利用して行っている。
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電波応用工学研究部門レーダーリモートセンシング工学分野 (深尾研究室)
「ミリ波ドップラーレーダーを用いた霧の観測」
当研究室は、先端的大気レーダー・リモートセンシング・テクノロジーを開発し、大気圏の未知・未
解決の諸現象の解明に挑んでいる。ここでは、その一例としてミリ波ドップラーレーダーによる霧観測
について紹介する。
霧はごく小さな水滴が大気中に浮遊する現象であり、地上に発生した雲と考えることができる。空港、
港湾、道路等で霧が発生すると、視程が悪化し交通障害の原因となるため、霧の動態把握や発生・消
滅・移動予測技術の確立が望まれている。従来、霧の監視は視程計や工業用カメラにより行われている。
しかし、霧の監視予測においては周辺一帯の広い範囲に渡る観測が不可欠であるが、これらは設置点付
近のごく狭い範囲しか観測できない。一方、衛星搭載赤外センサーは広い範囲を観測できるが、上方か
ら見た霧の表面(上空に雲が存在する場合は雲の表面)のみであり、高度方向の空間的な構造を捉えるこ
とができない。従って、霧の観測には実用上充分に広い範囲における3次元空間分布を観測できる地上
設置のレーダーの利用が有効である。しかし、霧
粒は粒径が数十μmと雨粒に比べてはるかに小さ
いため、気象観測で一般的に用いられるCバンド
(～5GHz)やXバンド(～10GHz)等の気象レーダーで
は観測できない。そこで、当研究室ではメーカー
と協同で波長の短いKaバンド(～35GHz)の「ミリ
波ドップラーレーダー」を開発した(写真1)。直径
2mのパラボラアンテナの方向を自由に変えること
ができ、霧の3次元分布を把握することができる。
北海道太平洋岸の釧路周辺は特に夏季に霧が多
発することが知られている。1999～2002年の夏季
にミリ波ドップラーレーダーを用いて観測実験を
行った。図1に1999年8月5日に得られたエコー強
度のレーダーから南方向(海側)の鉛直断面を示す。
高度600m程度にエコー頂を持つエコーが存在し、
強いエコーの塊が1～2km間隔で周期的に存在して
いる。エコーは高度200mより上で直立し、200m
より下では高度が下がるにつれて南(右)側に傾いた
構造をしている。エコー強度の鉛直断面のパター
ンは時間とともにその形状を保ったまま南から北
へ上空の風速と一致した速度で移動していた。
上記の観測結果から考えられるエコーパターン
移動のメカニズムを図2に示す。風速場は高度
200m以上では南風、以下では弱い北風であった。
上空に1～2km間隔で粒径分布の変化する霧粒子
の発生源が存在し、各々の霧粒は落下しながら南
から北へ移動していたと考えられる。すなわち、
周期的構造は発生源を反映したものであり、エコ
ーの鉛直構造(傾き)は背景風の高度変化を反映した
ものと考えられる。
釧路以外でも同様の観測を行い霧の観測事例が
蓄積されつつある。これらの研究の積み重ねによ
り、将来、霧の発生・消滅予測の精度が飛躍的に
向上することが期待される。 図２．霧エコーの形成・移動のメカニズム
図１．エコー強度の鉛直断面
写真１．車載型ミリ波ドップラーレーダー
